住宅リフォーム減税等に関する調査　調査票【A】

※全社的な回答集計が現時点で難しい場合は、支店等の単位での回答でも結構です。

貴社が行ったリフォーム工事に関して、以下の問への回答をお願いします（リフォーム工事：住宅ローン減税の第１号工事～第６号工事に該当し得る工事）。
１．過去２年間（平成22年度・平成23年度）で、「増改築等工事証明書」（所得税減税）、「熱損失防止改修工事証明書」（固定資産税減税）、「耐震改修証明書」（所得税減税）、「固定資産税減額証明書」（耐震改修の固定資産税減税）を自社で発行した、又はこれら証明書の発行を建築士事務所登録のある建築士に依頼したことがありますか。
　　あり　　・　　なし　　
《１で「あり」と回答した方に伺います》
２．各証明書を自社で発行した際の過去２年間（平成22年度・平成23年度）の発行手数料（平均）はいくらですか。（手数料を請求していない場合は、「０」と記載してください。）
【増改築等工事証明書】　　　　（平均）　


円
【熱損失防止改修工事証明書】　（平均）　


円
【耐震改修証明書】　
　 　　　（平均）　


円
【固定資産税減額証明書】　　　（平均）　


円
３．平成22年度・平成23年度の２年間で受注したリフォーム件数と平均工事費用はいくらですか。
【平成22年度】　　　


件　（平均）　


円
【平成23年度】　　　


件　（平均）　


円
４．３のうち、①省エネ化を実施したもの、②バリアフリー化を実施したもの、③耐震改修を実施したものの件数は何件ですか。（①～③のうち複数に該当する場合は、①～③それぞれに１件ずつ計上してください。）
　【平成22年度】
	①省エネ化
	　　　　　　　　　　　　　件

	②バリアフリー化
	　　　　　　　　　　　　　件

	③耐震改修
	　　　　　　　　　　　　　件


　【平成23年度】
	①省エネ化
	　　　　　　　　　　　　　件

	②バリアフリー化
	　　　　　　　　　　　　　件

	③耐震改修
	　　　　　　　　　　　　　件


注）①は、窓、床、天井、壁の断熱化を指し、単なる給湯器設置や太陽光発電設備の設置、オール電化工事などは含みません。

②は、施主の年齢を問いません。

③は、現行の耐震基準（新耐震基準）に適合させる工事を指します。

①～③に分類困難な場合は、貴社において主に受注しているリフォーム工事の内容（例：水回り設備の取り替え、外壁塗装工事）を以下に記載してください。

５．３．のうち、リフォーム減税制度を利用した件数（各証明書を発行した件数）は何件ですか。
　【平成22年度】
	省エネリフォーム（所得税投資型）
	　　　　　　　　　　　　　件

	省エネリフォーム（所得税ローン型）
	　　　　　　　　　　　　　件

	省エネリフォーム（固定資産税）
	　　　　　　　　　　　　　件

	投資型かローン型かが不明な場合

（証明書には両方の欄に記載した場合）は、その件数
	　　　　　　　　　　　　　件

	バリアフリーリフォーム（所得税投資型）
	　　　　　　　　　　　　　件

	バリアフリーリフォーム（所得税ローン型）
	　　　　　　　　　　　　　件

	バリアフリーリフォーム（固定資産税）
	　　　　　　　　　　　　　件

	投資型かローン型かが不明な場合

（証明書には両方の欄に記載した場合）は、その件数
	　　　　　　　　　　　　　件

	耐震改修（所得税投資型）
	　　　　　　　　　　　　　件

	耐震改修（固定資産税）
	　　　　　　　　　　　　　件

	住宅ローン減税（増改築・10年）
	　　　　　　　　　　　　　件


　【平成23年度】
	省エネリフォーム（所得税投資型）
	　　　　　　　　　　　　　件

	省エネリフォーム（所得税ローン型）
	　　　　　　　　　　　　　件

	省エネリフォーム（固定資産税）
	　　　　　　　　　　　　　件

	投資型かローン型かが不明な場合

（証明書には両方の欄に記載した場合）は、その件数
	　　　　　　　　　　　　　件

	バリアフリーリフォーム（所得税投資型）
	　　　　　　　　　　　　　件

	バリアフリーリフォーム（所得税ローン型）
	　　　　　　　　　　　　　件

	バリアフリーリフォーム（固定資産税）
	　　　　　　　　　　　　　件

	投資型かローン型かが不明な場合

（証明書には両方の欄に記載した場合）は、その件数
	　　　　　　　　　　　　　件

	耐震改修（所得税投資型）
	　　　　　　　　　　　　　件

	耐震改修（固定資産税）
	　　　　　　　　　　　　　件

	住宅ローン減税（増改築・10年）
	　　　　　　　　　　　　　件


６．３のうち、リフォーム瑕疵保険の加入件数は何件ですか。
【平成22年度】　　　



件
【平成23年度】　　　



件
７．①～③の工事を行った場合において、減税制度を利用していないケースがあれば、その理由は何だと考えられますか。以下の選択肢のうち、該当するものに「✓」を付してください（複数回答可）。また、選択肢以外にもご意見をお持ちの場合は記載をお願いします。
□　対象となる工事範囲が分かりにくい

　　　→具体的には　□耐震　□バリアフリー　□省エネ　□その他増改築

□　バリアフリー又は省エネの工事費要件（所得税は30万円超、固定資産税は30万円以上）を満たさない
□　証明書の記入方法が分かりにくい（具体的にどこが分かりにくいかも出来るだけ以下に記載をお願いします）
□　制度を紹介しても申告の手間がかかるため施主が申告を希望しない

　　　→具体的には　□所得税　□固定資産税
□　所得税の減税制度そのものを知らない

　　　→具体的には　□耐震　□バリアフリー　□省エネ　□その他増改築

□　固定資産税の減税制度そのものを知らない

　　　→具体的には　□耐震　□バリアフリー　□省エネ　□その他増改築

□　減税の要件を満たす工事の受注件数が少なく、減税制度の存在を知らない

　　　→具体的には、□耐震　□バリアフリー　□省エネ　□その他増改築
□　建築士事務所登録をしていないため、自社で証明書が発行できない

８．現行のリフォーム減税制度において、改善が必要と思われる事項があれば記載してください。（省エネ（投資型/ローン型）、バリアフリー（投資型/ローン型）、耐震（投資型/ローン型）、住宅ローン減税のいずれに対するものかを明記してください。）
※工事要件に関すること、申請手続に関すること、増改築等工事証明書に関することなど、いずれについてでも結構です。出来るだけ具体的に記載してください。

９．その他、住宅リフォームに関する制度や支援策などについて、ご意見があれば記載してください。

調査票【A】の質問は以上です。ご協力ありがとうございました。
会社名


所属組織（支店名等）※


所属団体名


建築士事務所登録　　　あり　・　なし


リフォーム瑕疵保険の事業者登録　　　あり　・　なし


　記入ご担当者名


　ご連絡先








